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【自由論題セッション】 
 

子育て費用の引き下げは女性の労働供給の向上に寄与するか？ 

～統計的因果推論からのアプローチ～ 

 

川崎一泰(中央大学)、鎌田雅子(日本経済大学・中央大学大学院) 

 

１．背景と目的 

 2019 年 10 月に消費税率が 10%に引き上げられるのと同時に 3 歳から 5 歳の未就学児に対し

て幼稚園及び保育園等の利用料が無償化された。これは消費増税によって生じた財源を使って

子育て費用を軽減し、女性の就労促進や少子化対策などが期待される効果とされていた。本稿

ではこの効果の有無を検証するために因果推論の考え方を利用した分析を試みる。具体的には

幼保無償化の恩恵を受けるグループとそうでないグループを分けて、それぞれのグループに明

確な影響の違いが観測されるかどうかを検証する。 

一方、中央政府も Evidence Based Policy Making(EBPM：証拠に基づく政策形成)を強く推奨する

ようになり、予算措置でも証拠が要求されるようになってきた。こうした状況であるにも関わらず子

育て支援策についての効果はほとんど検証されていない。特に、子育て支援策は自治体ごとで

のバリエーションが大きく、どれが効果的なものかもよくわかっていない。そこで本稿では、子育て

費用の軽減策の一環としてなされた、幼保無償化が女性の就労意欲や出産意欲に影響を及ぼし

たかを検証し、女性の就労促進政策や少子化政策の効果の有無を判定することを目的とする。 

 

２．基本モデル 

 余暇時間(S)と価値尺度材(x)を消費する消費者を考える。利用可能な時間(H)を労働時間(L)と

余暇に振り分ける。賃金率 (w)の労働から得られる所得(wL)で消費をする。予算制約式は

x=wH-wS となる。 

 ここで余暇とは独立の子育て時間(CT)を導入し、余暇時間もしくは労働時間を減らすか、保育

サービス(CCS)を単価(p)で購入するかを選択する。すると予算制約式は以下のようになる。 

 

 

子育て時間がない場合と比べ、子育て時間の増加は利用可能な時間を減らし、予算線を下方に

シフトさせる。保育サービスの購入により保育料がかかるため w＞p ならば予算線を情報にシフト

させる。幼保無償化は p＝0とすることになり、wCCS分だけ補助金を出すことと同じ効果となること

がわかる。 

このシンプルなモデルで考えても、子育て費用に補助金を出しても、労働供給を増やすとは限

らないことがわかる。働くことよりも消費に強い選好を持っている消費者には無償化で労働供給を
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増やさずに、保育料として負担していた資金を消費に回すことになる。Connell(1992)、

Kimmel(1995)のケースは働くことに相対的に強い選好を持っている消費者の影響を強く受け、

Brink, Nordblom and Wahlberg(2007)、 Blan and Tekin(2007)のケースは消費に相対的に強い選

好を持っている消費者の影響を強く受けていることが予想される。 

 子育て支援は消費者(有権者)の効用は上げるものの、労働供給を増やすとは限らないことがわ

かる。政策的には有権者には喜ばれるものの、その政策目的を達成するかどうかを検証すること

が重要であることがわかる。政策目的が女性の就労促進ならば、補助金を出して保育政策を拡充

しても、ほとんど効果が得られないことになってしまう。 

 

３．分析方法 

 経済政策におけるEBPMの重要性が増す中、統計的因果推論による因果関係の検証が求めら

れるようになっている。そこで本節では、統計的因果推論の考え方を使いながら、子育て費用と労

働供給の因果関係を示す分析方法は以下の通りである。 

観測可能なデータの平均を比較する平均処置効果(Average Treatment Effect:ATE)を使って検

証する。観測可能なデータは介入グループ(Z＝1)の効果と介入なしのグループ(Z＝0)の効果で

以下のように表せる。 

 

      (1) 

 

第一項が真の政策介入による効果となり、第二項と第三項がサンプルセレクションバイアスになる。

政策介入の割り当てがランダムであれば、第二項と第三項は等しくなり相殺されるが、そうでない

場合は工夫が必要になる。 

 本稿ではここで因果推論のマッチングの考え方を使い、似通った属性を有するグループと比較

することでサンプルセレクションバイアスを小さくする試みを行った。 

 

４．結果 

 幼保無償化による子育て費用の軽減は女性の労働供給にも少子化対策にも寄与しないが、こ

れから無償化の恩恵を受ける世帯には就労意欲を高める効果が認められた。 

 

詳細はフルペーパーにて示す。 
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